


JICA予算 分析と展望
昨年秋から国際開発業界を揺るがしてきた「JICA資金不足問題」の全体像が明らかになって
きた。新規案件の抑制や契約金の支払い先送りをはじめとするJICAの予算調整はいつまで
続くのか、またその規模はどれほどなのか。問題発覚から１年近くが経った今、JICAが公表する
数字を基に今後の影響を分析する。（関連記事10～12ページ）
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JICAがコンサルタント向けに公表した2018年度の新規案件の公示予定件数を16年度、17年度と比較した。有償資金

協力や無償資金協力のための準備調査は例年並みに推移している一方、特に詳細計画策定調査が大きく減少してい

ると見られ、今後の技術協力に甚大な影響が見込まれる。なお、「技術協力プロジェクト」の数字には、例年多数公示され

ている「個別専門家派遣」などが含まれていないことに注意が必要だ。

2017年度は契約済み案件の支払い時期の変更などで、約80億円の予算執行

が翌18年度に見送られた。また同年度は新規案件の公示の延期・取り消しによっ

て約26億円の予算執行が抑制されている。18年度についても契約金の支払い

を翌19年度に先送りすることで95億～100億円の調整を行うほか、新規案件に

充てる予算も40億円程度に抑制される見込みだ。2019年度以降の見込みにつ

いては、IDJ REPORT（10～12ページ）で解説する。

2017年度 2018年度予定 2019年度
約650億円 約600億円

650億円

約80億円
（支払い先送り）

約60億円
（年度当初予定）

約34億円
約40億円

継続案件

新規案件

継続案件 （未定）

新規案件

約95～100億円
（支払い先送り） ●新規案件の割合は

　低調続く

●2020年への支払い　
　先送りはなし？

2018年度の新規案件公示の見込み
「技術協力プロジェクト」：（業務実施契約）54件、（単独型）33件
「詳細計画策定調査などの事前調査および各種評価」：（詳細計画策定調査・中間レビュー、終了時評価など）49件、
（事後評価）18件
「協力準備調査」：（無償資金協力）40件、（有償資金協力）17件
「基礎情報収集・確認調査」：33件
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必要な緊急予算措置を

　大規模な資金ショート問題を起
こした国際協力機構（JICA）で
は、問答無用、なりふりかまわず
大幅な実行予算のカットを断行し、
現場からは内外にわたって悲鳴と
不満の声があがっている。恐らく、
国内にあっては連携している大学、
地方自治体などのJICAへの信用
失墜が拡大し、海外にあっては途
上国側の失望を買うことになるだ
ろう。特に海外への影響は甚大で、
国際的に日本への不信として拡散
する恐れがあるので、本論に入る
前に、日本の対外的な悪影響を防
ぐため、政府に臨時的な特別処置
として、緊急予算措置を求めたい。
　さて、周知のことと思うが、
JICAは大規模な資金ショート問
題に関する説明責任を果たすべく、
5月31日には非公開の事業会社向
け説明会を開いた。
　また、国民への説明では「JICA
運営費交付金予算執行管理問題へ
の対応について」と題して、一番
目はJICA運営費交付金事業の予

算執行管理強化のための対応とし
て、①「予算執行管理室」の創設、
②理事会を通じたガバナンスの強
化、③予算執行管理を強化するた
めのシステムの改善などを挙げて
いる。
　二番目は、JICA運営費交付金
事業の予算執行管理改善に関する
第三者委員会の立ち上げ（組織、
経営、会計管理、独法監査、IT
システムなどの専門家構成による
もの）。
　三番目は、役員の給与自主返納。
理事長、副理事長、全理事（８
名）、元上級審議役（１名）の最
大３カ月から１カ月の給与10％
返納という処置。
　以上が公式の対処方針である。
筆者はこうした対応について、正
直言って「これでよいのか」と疑
問視したい。資金ショート問題は、
これから先、2020年から22年頃
まで４～５年も尾を引くことにな
るだろう。本当に国民（納税者）
に説明責任を果たすには、「どう
してこんな問題が起ったのか」と
いう真相を明白にして、二度とこ

ういう問題が起らないように一部
だけの手直しでなく、JICA全体
の組織改革、意識改革をこう行う
のだという強い決意を表明してほ
しかった。

徹底した内部改革を

 給与の自主返納などでは、目先
の責任回避だけで終わり、本当の
責任の重さを感じていないのでは
ないかと言われても抗弁できない
だろう。印象としては、組織的な
隠蔽体質が見え隠れしているよう
に感じる。
　外部の専門家による諮問も結構
だが、まずは現場型に立ち戻って
理事を中心に各部門の中心スタッ
フも参加し、オールJICA型の職
員による「構造改革委員会」を組
織して、公開型でまずは内部改革
を進めるべきではないだろうか。
改革に関する意見があれば、職員
の声も反映させるような“開かれ
た組織改革”が望まれる。
　実際の援助では、現場主義を主
張しているではないか。もう少し
自由にものの言える組織環境へ改

革すべきであろう。
　さて、今回の問題には、直接的
要因と間接的要因があると思う。
直接的には、JICA内にあって、
予算執行状況を管理する部署と、
援助案件をつくりあげる部署との
連絡、連携不足が指摘されている。
　具体的には、企画部が有償、無
償案件のすべてを掌握し、刻々と
変わる執行状況を正しく管理しな
ければならない立場にある。しか
し、企画部は巨額の円借款プロ
ジェクトに振り回されて、年間
600億円レベルの技術協力プロ
ジェクトは金額だけで見ると、円
借款プロジェクトのワン・プロ
ジェクトに相当するぐらいのス
ケール感である。そもそも、一企
画部で巨額の有償と手間ひまかか
る技術協力、小プロジェクトを扱
う無償を一括管理すること自体が
組織機能の限界を超えているので
はないだろうか。しかも、有償と
無償では援助スケールだけでなく
中身も異なっているはずだ。
　それにもかかわらず、一つの企
画部ですべてを統轄している。そ
れは限界にきていると言える。一
つの考え方として円借款部門と技
術協力など無償部門をそれぞれ統
轄する部門を設けることも一考で
あろう。

統合10年目の反省を

　現在、国際協力銀行の円借款部
門をJICAに統合してから10年に
なる。表面的には一応、統合成果
が上がっているように見えるが、
今回の問題は統合が決して円滑に
進んでいないことを明示している

ように感じる。JICAの全予算規
模のなかで80％のシェアを占め
る円借款は今や資金量の面で技術
協力を圧倒している。
　それゆえに、組織としてのバラ
ンスが崩れて、あちこちに機能の
整合性を失わせるキシミが生まれ
ているように見受けられる。円借
款は資金的に全体の80％を占め
ながらも、それに携わる職員数は
全体の４分の１ぐらいかもしれな
いが、技術協力、無償資金協力部
門の予算規模は全体の20％程度
でも、関係する人数は全体の４分
の３と言ってよいくらい多い。援
助成果は別にして、援助量的貢献
度からみると、円借款が技術協力
を上回っている。
 しかし、援助案件数は技術協力
の方が円借款協力よりはるかに多
い。それだけに技術協力は手間ひ
まがかかる。プロジェクト数も多
く、調査案件の範囲も広い。だか
ら、一つのセクションで巨大な金
額の円借款調査案件と広範囲の技
術協力調査案件を整合性をもって
きちんと統轄するには無理がある。
　もっと言えば、インフラなどの

部門と保健衛生、教育などの部門
とは対応の方法も違うはずである。
そうした違いを調整し、組織とし
て統一していく、キメの細かいマ
ネジメントが求められているので
はなかろうか。
　最後に、2013年12月24日の閣
議決定（第一次安倍内閣）の「独
立行政法人改革等に関する基本的
な方針」によれば、「独立行政法
人制度は、行政における企画立案
部門と実施部門を分離し、企画立
案部門の能力を向上させる一方で、
実施部門に法人格を与え、運営裁
量を与えることにより、政策実施
のパフォーマンスを向上させるこ
とを目的とする」とある。さらに
「大臣から与えられた明確なミッ
ションの下で、法人の長のリー
ダーシップに基づく自主的・戦略
的な運営、適切なガバナンスによ
り、国民に対する説明責任を果た
しつつ、法人の政策実施機能の最
大化を図る」とある。
　JICAは独立行政法人として、
国民の信託に応えるように常に成
果の上がる組織改革に取り組むこ
とを忘れるべきでない。
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国際的な信用失墜を招く
JICA資金ショート問題
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デジタル時代の創造力～イノベーションを呼び起こす総　　論1

しく不足している」と話す。
　米国のNPOコペルニクの共同
創設者である中村俊裕氏も
「JICAはこの10年で民間連携に
意識を強めた。だが、すでに過去
のデータや実績のある「安全牌」
の事業に目が行き、初期段階のビ
ジネスを敬遠しがちだ」と話す。
「リスクに応じて支援額を柔軟に
設定するなど、リスクの高い初期
段階のビジネスにも投資する手立
てが必要だ」との見方を示した。
　こうした中で、日本のベンチャ
ーキャピタルが開発途上国に進出
する事例もある。（株）サムラ
イ・インキュベートは、18年５
月アフリカ大陸へのスタートアッ
プへの投資やインキュベーション
を行う子会社（株）リープフロッ
グベンチャーズを立ち上げた。今
後、日本のODAがベンチャービ
ジネスへの支援の一つとして、こ
うした民間ファンドとの連携も有
効と見られる。

開発援助でも新たな動き

　では、世界の援助機関はどのよ
うな動きを見せているのか。　
　世界銀行は、民間企業によるイ
ノベーション促進や起業家育成を
支援する基金「infoDev」を立ち
上げ、モバイルアプリ分野の起業
を支援するインキュベーション施
設（mLab）をケニアや南アフリ
カなどに設置した。アフリカのデ
ジタルスタートアップ企業に投資
支援などを行うXL AFRICAなど
のプログラムも開始している。
　また国連児童基金（UNICEF）
は、世界の子ども支援に資するベ
ンチャー企業への投資を行う「ユ
ニセフ・イノベーション・ファン
ド」を設立した。2016年に南ア
フリカでブロックチェーンと生体
認証の技術を活用して、乳幼児の
保健・教育環境の改善を図るスタ
ートアップ企業などに投資を行っ
ている。
　一方、国際協力機構（JICA）
も動き始めている。ICT分野では、
これまで光ファイバー網の整備や
専門家派遣による政策助言などの
活動を行ってきたが、2012年に
ドイツの国際協力公社（GIZ）と
共同で、アフリカのICT立国であ
るルワンダでインキュベーション
施設「K-Lab」を設立。ICTを活
用した新たなビジネスの立ち上げ
る「場」を提供してきた。
　さらに、17年からは同国で新
たな技術協力プロジェクトを実施
しており、起業家だけでなく、投
資家や関連省庁、教育機関を含む

多様な関係
者を繋げる
ことで「イ
ノベーショ
ン・エコシ
ステム」の
強化を図る
など、環境
整備に注力
してきた。
　 な お 、
J I C A は
「中小企業
の海外展開
支援」のス
キームを使って、ICT技術を使っ
た日本企業のビジネス展開も支援
している。スマートホンを使った
バスロケーションサービスや３D
プリンターを使った義足作成など
の案件があるほか、ブロックチェ
ーンを用いた地域通貨の普及など
も計画している。

ベンチャー事業にも公的資金を

　だが、デジタル技術を用いたビ
ジネス支援の取り組みは、まだま
だ緒に就いたばかりだ。
　特に課題は「資金供給」だ。開
発途上国でのベンチャービジネス
は現地のイノベーションにつなが
る可能性もあるが、失敗するリス
クも高い。そのためか、内藤専門
員は、「各援助機関はODAで開
発途上国でインキュベーション施
設の設置などに協力するものの、
そこで生まれたアイディアを事業
化するためのシードマネーはもっ
ぱら民間資金に依存しており、著

途上国発のデジタルビジネス

　世界各地で今「地殻変動」が起
きている。情報通信技術（ICT）
を活用した新たなビジネスが次々
に生まれて「デジタル経済」が胎
動しているのだ。
　アジアでは、中国の深圳が「ア
ジア型シリコンバレー」として急
成長を遂げて、世界中から集まる
若者たちが先端技術を活用したビ
ジネスを生み出している。シンガ
ポールでは、nuTonomy社が世
界初の自動運転タクシーを公道試
験して話題を呼んだ。
　さらに、インドネシアでは
2010年にスマートホンを使って
バイクタクシーの配車や食品・医
薬品の宅配などを簡単に注文・決
済できるサービスGo-Jekがスタ
ート。交通渋滞に悩む同国の社会
インフラとなっている。東南アジ
アはこのほかタクシーなどの配車
サービスGrabも普及している。
　アフリカも例外ではない。筆頭
格がモバイル送金サービス
M-Pesaだ。人口の多くが銀行口
座を持たないケニアで、携帯電話
を使って送金や支払いができる手
軽さが人気を呼び、2007年に開

始以来、取引額は同国のGDPの
約50％に達している。ルワンダ
ではGPS制御されたドローンに
よって輸血用血液を運ぶサービス
も始まった。
　開発援助の世界でも、これらの
ビジネスは開発途上国における経
済成長と社会課題を解決する新た
な分野として注目が集まっている。
ICT技術を活用して現地の「イノ
ベーション」を支援する援助潮流
が生まれつつある。

スマホの普及で加速

　途上国発のイノベーションの土
台となるのは、やはり「インター
ネット」だ。この10年で中国製
の格安のモバイル端末やブロード
バンド通信、クラウドコンピュー
ティングが普及した。デジタル・
ネイティブ世代と呼ばれる若者た
ちが世界中の人々とアイディアを
共有し、手軽にビジネスを立ち上
げることが可能になった。
　特にこの動きは東・東南アジア
の国で顕著だ。アフリカは水や電
気などの基礎インフラの整備が優
先されインターネットが利用でき
ない地域も多いが、ルワンダなど
通信環境の整備に力を入れる国で

は、アフリカ発のイノベーション
に期待がかかっている。
　こうして開発途上国で先進国が
辿った発展過程を迂回して一足飛
びで発展する「リープフロッグ」
の環境が整った。固定電話がない
からこそスマートホンが、店舗販
売がないからこそ電子商取引が、
クレジットカードがないからこそ
電子マネーが普及している。
　国際協力機構（JICA）国際協
力専門員の内藤智之氏は「1990
年代のIT革命は米国のシリコン
バレーを頂点とする独占的なイノ
ベーションだったが、この10年
で深圳などの牽引役が勃興するな
ど、イノベーションの機会が水平
に広がった」と分析する。
　各援助機関も、開発途上国のイ
ノベーションに軸足を置き始め、
特に持続可能な開発目標（SDGs）
が採択された2015年以降、その
動きは加速している。2030年ま
でに世界のあらゆる課題の解決を
目指すこの高い目標を達成するに
は、従来通りの政府開発援助
（ODA）や民間投資だけでは難
しく、革新的なビジネスの力が欠
かせない。ICT技術を活用したビ
ジネスはその中核を成す。

ルワンダで「Lost and Found（落し物捜索）アプリ」を開発した若手起業家
（＝内藤智之氏提供）
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胎動する途上国のデジタル経済
ODAでイノベーションを加速
家庭用パソコンとインターネットが日本に普及したIT革命から約20年。開発途上国では今、情報通信
技術（ICT）が経済社会の様相を大きく変えようとしている。政府開発援助（ODA）も経済成長と貧
困削減をもたらすデジタル経済を推し進めるべく軸足を移しつつあるが、新たなビジネスには失敗や
リスクが付き物だ。ODAにも「ベンチャー精神」が求められる時代が来ている。


